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大掛かりな研究の連携（教育の連携を含む）について
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大型の共同研究等の制度について

現在、以下の制度があります。
これら以外にも、企業のご希望を受けて新しい連携方法を
検討することも出来ます。

企業と東工大の大型の共同研究は、研究・産学連携本部あるいはオープンイノベーション機構が担当しています。
両組織が連携し、案件に応じて適切な体制で支援させていただきます。
また、大型の共同研究を超えた「組織」対「組織」の連携を推進する取組みもあり、オープンイノベーション機構で支援しています。

共同研究費
（間接経費等は含む。
  スペース料は除く。）

共同研究講座

年間3,000万円以上 年間2,000万円以上 年間1,000万円以上

特任教員※1
必須（2名以上）
企業が推薦することが可能

必須ではない
企業が推薦することが可能

必須ではない

教育への貢献 必須ではない
特任教員の学生指導は可能

必須ではない

必須
企業研究者が特定教員として、年
間、2科目・4単位以上の講義※2
を行う。

間接経費等 直接経費の30%
直接経費の25％
別途、戦略的産学連携経費（直
接経費の15％以上）が必要

直接経費の30%

期間 2年以上5年以下 3年以上10年以下 2年以上5年以下

学内専用スペース
の設置

必須ではない 必須 必須ではない

東工大側の
設置責任者

部局等の長 拠点長（研究代表者） 学院長

その他
設置前に、受け入れ教員と共同
研究を行っていることが必要
設置の5か月以上前に申込必要

企業と東工大協働の研究企画
チームの設置
東工大オープンイノベーション
機構による支援
設置の3か月以上前に申込必要

共同研究と講義は、同じテーマ
で行う
設置の3か月以上前に申込必要

企業と、受け入れ教員・特任教員
が、共同研究を行う。

協働研究拠点
東工大内に専用スペースを置き、
共同研究を行う。

教育研究共創スキーム
企業が東工大での講義を担当する
とともに、共同研究を行う。
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※１特任教員：共同研究の直接経費で雇用する。
※２講義の位置付け：設置学院で特別専門学修プログラムを設定し、その中での講義とする。

本件に関するお問い合わせ
産学連携課　産学連携第1、第2契約グループ
E-MAIL： san.kyo@jim.titech.ac.jp
TEL：03-5734-3807

よくある質問

Q1 大型の共同研究の場合には、P.7に
示された3つの制度のいずれかを
適用しないとならないのでしょうか？

A1 通常の共同研究契約でも、大型（1,000万円以上）の契
約は可能です。実施する研究の内容に応じて制度をご案内し
ますので、産学連携担当者にご相談ください。

Q2 P.7に示された3つの制度は、
期間の更新は可能でしょうか？

A2 可能です。ただし、期間の更新の際は、設置時と同様の
手続きが必要になります。

Q3 学内専用スペースは
有料でしょうか？

A3 有料（税込）です。25m2あたり、大岡山キャンパスは
11万円/月、すずかけ台キャンパスは8.25万円/月です。

Q4 戦略的産学連携経費とは
何でしょうか？

A4 共同研究に従事する東工大の研究担当者（常勤教
員）の人件費相当額及び共同研究に関するマネジメント費
用です。

大がかりな連携の支援体制について

「組織」対「組織」経営戦略実現

新規事業事業拡大

CTO

トップ（経営層）

研究員（研究所）

商品開発市場拡大 個別共同研究

大型共同研究

東工大東工大

オープンイノベーション機構オープンイノベーション機構

研究・産学連携本部研究・産学連携本部

企業企業

新規研究テーマ
探索支援

協働研究拠点
支援

事業化支援 マーケティング・
企画提案

地域連携 起業支援

学術指導 ライセンス契約

共同研究 受託研究




